
WORKING PAPER SERIES 

 

 

 

 

 

 

 

穴山悌三・洞口治夫 

 
東京電力におけるＣＳＲの取り組み 

―サステナビリティレポート・ 

ＣＳＲレポート・環境報告書の作成について― 

 

 

 

＜サステイナビリティ経営研究シリーズ No.3＞ 

2010/07/23 

No.１０１ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

The Research Institute for Innovation Management, HOSEI UNIVERSITY 



WORKING PAPER SERIES 

 

 

 

 

 

Teizo Anayama 
Manager, Research Group, Corporate Planning Department,  

Tokyo Electric Power Company 

Haruo H. Horaguchi 

Professor, Faculty of Business Administration, Hosei University 
  

CSR in Practice by TEPCO: 

How to Edit Sustainability Report, 

CSR Report and Environment Report 
 

 

 

＜Sustainable Management Strategy Series No.3＞ 

 

 
 

July 23, 2010 

No.１０１ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

The Research Institute for Innovation Management, HOSEI UNIVERSITY 



1 

 

東京電力におけるＣＳＲの取り組み 

－サステナビリティレポート・ＣＳＲレポート・環境報告書の作成について－1 

 

穴山悌三2 

      洞口治夫3 

 

はじめに 

○洞口  本日は、東京電力の企画部調査グループマネージャー・穴山悌三様にお越

しいただきました。穴山さんは東京大学ご卒業後に、東京大学の修士課程に東京電力

から派遣で行かれて、その後、学習院で客員教授を務められて、その間に大著をまと

められて、日本の電力産業の規制と企業のあり方について長く研究されてこられてい

ます。もちろん実務を離れない形で続けておられまして、今回ＣＳＲについてお話を

伺いたいということでお願いしましたところ、ちょうどその部署にいらっしゃるとい

うことで、ご快諾をいただきまして、きょうお話を伺います。著書のタイトルは『電

力産業の経済学』（ＮＴＴ出版、2005年）という非常に大切なテーマを扱っていらっし

ゃると思います。 

 きょう、まず１時間程度レクチャーをしていただきまして、その後、質疑応答、全

体で２時間ぐらいのセッションにさせていただきたいと思います。それでは、よろし

くお願いいたします。 

○穴山  ただいまご紹介いただきました穴山でございます。どうぞよろしくお願い

いたします。 

 洞口先生からご紹介いただきましたように、私は今、企画部調査グループというと

ころにおります。ご紹介の中ではＣＳＲにかかわっている部署ということでしたが、

企画部としてＣＳＲにかかわってはいるのですが、正確には他部署が中心になってい

ます。私ども調査グループは対外的な窓口的な役回りもしますし、先生方へのご説明

なども積極的にするというのがミッションに入っておりますので、そういう観点から

本日お話しする機会をいただきました。ＣＳＲはいろいろな部門にまたがる話ですの

で、どこまできちんとお話しできるかというところもありますが、もしこの場できち

んと解明し切れない場合は宿題として持ち帰り、また回答を差し上げたいと思います

ので、よろしくお願い致します。 

 本日は、事前に資料を３種類ご用意いたしました。１つが「法政大学ＣＳＲ研究

会」とお名前をつけているもので「東京電力におけるＣＳＲの取り組み等について」

と題しているのですが、これは洞口先生にこの研究会の関心事項として事前に教えて

いただいた７点のご質問にとりあえず資料としてお答えしようというのがねらいです。 

 もう１つ、同じように冊子で用意しているのが「電気事業の低炭素社会構築に向け

た取り組み」と題した資料で、これはＣＳＲの中の１つの部分ということになるのか

                             
1 2010年１月13日水曜日、法政大学イノベーション・マネジメント研究センター会議室。 
2 東京電力株式会社企画部調査グループマネージャー。 
3 法政大学経営学部教授。 



2 

 

もしれませんけれども、昨今環境問題、環境政策が特に注目を浴びているところです

ので、これについても若干お話をさせていただければと考えております。 

 そして最後に「サステナビリティレポート」。これは私どものホームページでダウン

ロードできるものですけれども、冊子としてもおもちしましたので、適宜ご参考にし

ていただければと考えています。 

 まず、ＣＳＲ研究会ということですので、事前にいただいた質問に関して順次簡単

に解説していきたいと思います。 

 

１．サステナビリティ報告書のターゲット 

 まず、この冊子の１枚目の下にあるように、「サステナビリティ、ＣＳＲ、環境など、

東京電力では幾つ、どのような報告書を作成し、だれをターゲットとして配布し、ど

のような効果をねらっているのか」というご質問をいただきました。 

 ここでは表の形で書いており、必ずしもその分類がいいかどうかわかりませんけれ

ども、株主、投資家の皆様から研究機関、ＮＧＯ、ＮＰＯ、取引先、行政、自治体、

マスコミ、学生さんとか一般の方をおおむねターゲットとして意識しています。『サス

テナビリティレポート』については、◎は特に意識しているということだと思います。

これは今お手元にある冊子ですが、幅広いステークホルダーを訴求対象として、ＣＳ

Ｒ全般について網羅的に掲載しており、発行部数は日本語で５万部と英語で 2,000部

ということです。 

 また『環境ハイライト』という、もう尐し薄い冊子で、適宜出しているものがあり

ます。これは当社が「環境に関してこんなことをやっています」というご紹介です。

例えば、会社が昔水力発電所をつくろうと思って尾瀬に土地をもっているのですが、

今は発電所こそできないけれど非常に風光明媚なところでもあり、そこの維持管理を

する際に、例えば古い木柱を再利用して歩道に活用する…というような取り組みを紹

介するのが『環境ハイライト』の狙いです。これは約８万部ということです。 

 次に『原子力発電の現状』という、原子力の概要を、データや図解を用いて、情報

として整理している冊子があります。東京電力のみならず、国全体についてもデータ

を掲載しています。これは例えばマスコミの方が記事にする際に用語を参照いただく

とか、絵でイメージをもっていただくとかということを念頭に置いていますが、一般

の方でもご関心がある方にはお配りしています。これは約 9,000部ということです。 

 それから『アニュアルレポート』はどこの会社でも出していると思いますが、株主、

投資家向けのＩＲツールということで、発行部数自体は尐ないのですけれども、これ

もダウンロードしてネットでご覧になっている分を入れると、相当みられているので

はないかと思います。発行部数は日本語 1,500部、英語が 3,000部ということです。 

 また『事業報告書』。これはどこの企業も当然必要に応じて出しますが、76万部とい

う部数です。 

 さらに『会社案内』は学生さんの採用活動などのときに使うことから発行部数はや

や多くなりまして、４万 3,000部、英語で 8,000部ということです。 

 それから『ＴＥＰＣＯレポート』と題して、先ほど紹介した『環境ハイライト』は

環境にフォーカスしているのですが、例えば料金を改定しましたとか、会社としてこ
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んな取り組みをしていますとか、そういうトピックス的なことをレポートにして発行

するという狙いの冊子で、これは３万 7,000部ぐらいあるということです。 

 大まかにいいますと、これ位の冊子を毎年つくっています。 

 ちなみに、２ページには他企業の事例で当社が把握している分を整理しています。

例えば九州電力さんはサステナビリティレポートを１万部、ダイジェスト版は２万 

5,000部で、環境レポートが 9,000部となっています。それから、関西電力さんは４万

部、東芝さんも４万部。日産自動車は合理化しているのか、ウェブのみのようです。

これらをみると、当社の発行部数の日本語５万部と英語 2,000部というのはかなり力

を入れた発行をしているということがいえると思います。 

 

２．報告書の国際的指針 

 次のご質問は、「各報告書のひな形となっているような国際団体の指針はあるか、ま

た、その指針の水準を乗り越える試みはあるか」というご質問です。 

 これは、2006年版より現在にかけて、ＡＡ1000の基本原則、社会倫理アカウンタビ

リティ研究所が開発した評価手法というものを参考にして、掲載項目の重要性評価を

実施しているということです。さらにそれに加えて、第三者機関であるとか環境顧問

会といったような場をいろいろ設けて、重要性の評価であるとか、客観性を担保する

とかといった視点を確保するように努めています。 

 ５項目の重要性評価というのは、大別すると当社事業における主要課題と社会の関

心・期待事項ということになりますが、前者は財務的な影響課題ということでリスク

マップを作成し、また戦略上の方針課題ということで経営計画を作成します。私ども

の部署は、この経営計画の一部である需要想定を担務している部署です。あわせて、

この経営計画の中には設備の計画なども当然入ってきます。電力会社の場合は特に設

備の形成は重要な計画です。 

 それから、後者の社会の関心・期待事項ということで、国内外エネルギー業界のＣ

ＳＲレポートを参考にしつつ評価するということと、ステークホルダーに関しては、

今申しましたように、東京電力の環境顧問会を開催したり、各種のアンケート調査を

行ったり、世論調査を参考にするということと、さらにはＧＲＩガイドライン第３版

などの社会的な規範をみるということがあります。 

 ＧＲＩを初め、国内外のガイドライン等を参考にして掲載項目を網羅的に列挙する

というスタンスですが、ただし冊子媒体としての情報量があるので、何でも取り入れ

るというわけにもいかず、取捨選別するというのが基本スタンスとなっています。 

 ４ページに当社のサステナビリティレポートがどういう変遷をたどったかというこ

とを紹介しています。実は結構歴史は古くて、1992年にほぼこれに近い形式の環境行

動レポートというものを出していました。このため、歴史的には我々の取り組みは早

かったと自負しています。環境にフォーカスして、かなり厚みのある資料として出し

たというのが最初です。 

 それから、それを世の中の環境変化によって、2001年からは持続可能性というフォ

ーカスがされましたので、その報告書に向けた取り組みとして、社会性報告というも

のを追加して、名前は環境行動レポートだったのですが、内容的には持続可能性的な
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要素を入れていったというのが2001年から2004年ということです。 

 2005年版からは、さらにサステナビリティレポートと名称も変えまして、ＧＲＩガ

イドラインに極力対応するということで衣がえを図りました。環境行動報告書、環境

報告書と名前も変えていったということです。このときは「サステナビリティ」の概

念について多尐社内では議論があったと聞いていますが、時代環境の変化をふまえて

この名称になったということです。 

 それから今日に至りますが、2006年版からは先刻申しました社会倫理アカウンタビ

リティ研究所の開発評価手法も選定プロセスということで導入しているということで

す。 

 各種ガイドライン等について簡単な説明を加えているのが５ページで、今申しまし

たＧＲＩ（グローバル・レポーティング・イニシアチブ）は、2002年度に発行したＮ

ＧＯのガイドラインとして、情報開示すべき内容、項目を列挙しているものです。我

々はこれに準拠して、かなり早期にＧＲＩガイドラインを参考にしています。世の中

にこういうものが出たときからそれを取り入れようというのは、我々はいち早く対応

したということがいえると思います。 

 それから、ＡＡ1000という基本原則についてですが、上のＧＲＩガイドラインを補

完するものとして、ステークホルダーとの対話を通じた説明責任の遂行や、パフォー

マンス改善というような観点をカバーするものです。結果に対してプロセスについて

の原則や指針を提供しており、そのプロセスの基本原則は重要性、完全性、対応性と

いったようなことでして、我々はこの視点を入れてここの項目を決めているというこ

とです。 

 それから、ＩＳＯ26000として国際的な理解促進を目的に検討が進んでいるというこ

とを聞いています。これはもうかなり話が詰まってきているとも聞いていましたが、

第三者認証を目的としないガイダンス文書ということなので、尐し他のＩＳＯとは位

置づけが違うということでもありますが、こういった動向にも注意を払っていくとい

うことです。 

 

３．ＣＯ２の削減目標はあるか 

 ６ページに行きます。次のご質問は「ＣＯ２の削減目標など数値目標は掲げている

か、そのためのアクションプランはあるのか、報告書では目標設定をしているか、事

後評価をしているか」ということでした。サステナビリティレポートの32ページ、33

ページは、環境への取り組みの中で ＣＯ２の尐ない電気をつくるというところです。

資料の図（次頁）には我々の排出原単位が書いてあります。 
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第１図 

 

ここで数値目標について0.332というのは、炭素クレジットを調整するかしないかに

よって数値が動くため、我々が購入している炭素クレジットを反映した場合には 

0.332の換算になりますけれども、生値、生の排出原単位でいきますと 0.418というこ

とです。 

 また併せて『電気事業の低炭素化に向けた取り組み』と題した冊子の15ページを開

いていただけますでしょうか。そこにグラフがあるのですけれども、この赤い折れ線

が ＣＯ２の排出原単位です。これは各個別の会社で原単位の目標ということではなく

て、経団連ベースの自主行動計画における目標値で、2008年から2012年度における使

用端 ＣＯ２排出原単位を90年度実績から平均で20％程度低減するという目標にしてい

ます。従って、厳密なことをいうと個社の目標ということとは別になりますが、平均

で２割程度低減ということは意識されているということです。 

 それから、その他の地球温暖化に関する指標ということでは、アクションプランと

いうことで、例えば29ページに実績と目標を一覧にしていて、地球温暖化に関する指

標として排出原単位や関連指標を掲げています。また地球環境に関する指標では、 Ｓ

Ｏｘ、 ＮＯｘや原子力発電所の線量評価といったところであるとか、廃棄物のリサイ
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クル率といったところを目標として、それぞれ目標を掲げています。 

 

第２図 

 

 実際に目標を掲げてそれを事後評価するということでは、ＰＤＣＡを当然回してい

きますので、社内的にはここに掲げた内容は全社のミッションという形でブレークダ

ウンされていきまして、例えば、まず各部門がこのミッションを果たすために、今度

自分たちの部門のミッションを定めて、さらにそのまた下のグループレベルでミッシ

ョンを定めます。部のミッションは当然全社のミッションに適合する形で設定されて、

そのミッションにかなう形で各部署の目標を決めて、さらにグループの中では、それ

ぞれにラインごとにミッションがありますので、各ラインのミッションを設定しても

らって、それを個人レベルの仕事にまで落とし込んで、その達成度をみていくという
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ような管理サイクルになっております。 

 ＣＳＲの取り組みについての冊子に戻りましょう。６ページにある通り、東京電力

グループのＣＳＲ方針として、「東京電力グループの社会的責任は、グループ経営理念

の実現であり、その基本は電気を安全に安定的に供給することです」とうたっていま

す。これはまず安定供給という事業特性を踏まえたものと、かつ事業基盤を支えるも

のとして、やはりすべての方々との双方のコミュニケーションを通じた社会的ニーズ

への対応をその背景として意識しているということです。 

 その概念図を７ページに示していますけれども、我々は経営ビジョン2010を掲げて

いますが、今ビジョンの改定検討をしております。現行のビジョンがこの経営ビジョ

ン2010というビジョンで、この活動をベースにしながら東京電力グループの経営理念

と企業行動憲章を掲げているということで、ＣＳＲの観点から整理すると、すなわち

事業活動そのものをＣＳＲ的に体現したものというのがＣＳＲ方針であるという考え

方ということです。 

 各部門とＣＳＲ関連業務の整理を８ページに書いていますけれども、当社は社員が

３万8,000人程度いる会社でありますので、関東一円に、あとは富士川より東側の静岡

県が東京電力の供給エリアになっていますが、ここのエリアをカバーすべく、東京都

や県別単位に支店を設けていて、その支店のもとに支社（尐し普通の会社と呼び名が

違いますが）があり、そうした拠点ではお客さまや地域社会への対応を行うというこ

とを主なＣＳＲの関連業務としています。 

 それから、品質・安全部や原子力・立地本部、電力流通本部、販売営業本部、総合

研修センター、国際部、資材部というように、各部がそれぞれのミッションに応じて、

例えば資材の例でいえば、ＣＳＲ調達方針というものを掲げて、それを管理、展開す

るということがＣＳＲ上、重要であるということでありますし、また安全であったり、

例えば原子力の立地交流ということでは地域行政、立地地域との関係であったりとい

うことで、当社の場合、主たるステークホルダー、関係する方々が各部門に非常に多

いので、各部門がだいぶ幅広にこういったことを意識しながら取り組んでいるという

ことです。 

 例えば労務人事部は従業員がステークホルダーという観点で、（ここは特に最近のＣ

ＳＲ概念上は異論も出ているかもしれませんが）より広義には、従業員に対して施策

がどう影響しているかというような調査を綿密に行ったりして、その満足度をモチベ

ーションと絡めて分析したりというようなことも行っています。各関連部署はそれぞ

れ工夫して実践しています。 

 なお、このＣＳＲのレポート発行については、企画部・環境部・広報部が委員会の

事務方を果たしているのですが、主たるステークホルダーとして書いてあるように、

当社の場合、ＣＳＲ評価機関とのおつき合いなどは環境部が窓口となっているという

ことです。企画部は全社的な計画との絡みもあり、そういう観点でかかわっています。 

 

４．本業志向のＣＳＲ 

 次のご質問で、「ＣＳＲの取り組みの中で、本業との関連が近いもの、本業と離れて

いるものにどのような例があるか」ということですが、私どもは、電気事業者として、
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電気とかエネルギーといったところでの関連が深いということなので、その例を幾つ

か書いています。大きくいいますと、行政などと連携して、例えば省エネの啓蒙をす

るとか、エネルギー教育などに協力してくださいといわれるようなことをやるのが基

本にあるというのが特徴です。 

 もう１つの特徴は、発電所立地であるとか送電設備の立地等については、ある種の

迷惑施設という意識もあるので、その立地を円滑に進めるという観点からも、やはり

地域とのコミュニケーションといったところが主になってきます。 

 木川田が昔、同友会で例えば人間尊重の経営というようなことをいったのは、従業

員が尊重されて活き活きと働く企業でないと活力は生まれないということでしたが、

あわせて、対公害について企業の社会的責任というようなことを日本で初めて大々的

に強く訴えたのは、電気事業者が発電所立地などを行う上で、公害等の問題抜きには

語れない。つまり、広い意味で地元の方の理解を得られないような設備は維持できな

いというような問題意識が背景にあったのだと思います。それが今も形を変えて、コ

ミュニケーションを綿密にとるという取り組みとなっています。 

 次のページからは、目次で書いてあるような具体例をざっとご紹介しています。10

ページには、まずこれは店所名が出てきますが、これは各店所の裁量の範囲で、独自

の判断をして活動しているというような事例です。 

 例えば、神奈川支店は電気自動車のパトカーで県民に環境性をアピールする実証に

協力しました。 

成田支社の事例は城西国際大学とタイアップして、省エネ啓蒙活動を行ったという

ことです。大学の先生から、学生たちに企業活動体験をさせたいのだけれども、いい

アイデアはないだろうかというご相談があったということで、まさしくこの辺は地元

の方との触れ合いというか、それにこたえる形で企画を実現したというようなことで、

ＣＯ２ダイエットであるとか電気自動車、こういったことを学生たちを中心に企画し

てやってもらったということです。 

 それから、銀座支社の資料スライド12ページの例は、千代田エコシステムというこ

とで、千代田区が温暖化対策条例を制定したということもありまして、協議会に協力

するという観点で、今は副会長を務めて、事務局へ社員も派遣しているというような

ことで、積極的に協力していますというようなことです。 

 それから、茨城支店の水戸支社は、おひとり住まいのお年寄りのために巡回安全サ

ービス事業をしているということで、これは日立市社会福祉協議会からの要請に基づ

くということだと思うのですが、屋内配線診断（これは当社だけではなくて、いろい

ろな企業が協力しているということでありますけれども）の訪問をしています。 

 それから、14ページには鹿島火力発電所の例。これはこの発電所だけではなくて、

かなり多いパターンなのですけれども、環境エネルギー講座、出前授業という形で、

要請に応じて、学生・児童に「私たちの暮らしと電気はどんなものでしょう」という

ような解説授業を社員が出ていって行い、理解をいただくというものです。 

 それから、15ページ以降の例は、地元のお祭りへの参加、水と魚に親しむふれあい

デーの実施、発電所の中にビオトープを設置、蝶の道プロジェクト、渋谷での出前型

の食育イベント、違法屋外広告等の除去活動への取り組み、といった例を列挙してい
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ます。 

 私は、同友会のＣＳＲ委員会などでの議論をふまえ、同友会の参加企業の経営者等

にどのようなアンケートをとるかというようなことを議論するワーキンググループの

メンバーになっているのですが、その議論の中では、専門家と称する方の中には「日

本の企業はＣＳＲというと一昔前のイメージをもっているのではないか」というよう

なご指摘が多くて、つまり単なる社会貢献というとらえ方はちょっと古いというイメ

ージがあるようです。ただし現在の当社の場合は、例えばＢＯＰで、国際的なレベル

で何かビジネスを社会貢献と結びつけてやるのだ…というような観点が必ずしもある

わけではないですし、また、企業としても、それが真の貢献なのかという思いも一部

経営者の中には本音としてはあるように感じています。何だかんだいっても「もうけ

ること」が前提で、だからこそ、それが企業の自然な活動としてやっているのです…

という説明がされるのですが、電力会社としてなすべきＣＳＲと重なるかどうかは今

後更に議論すべきことかもしれません。 

 ただし、当社は国際活動とか国際協力を全然していないわけではなくて、むしろア

ジアを含む世界の様々な地域で、例えば、発電所の効率が低いようなところに対して、

いろいろガイドブックを提供したり、効率が上がって ＣＯ２が減るアドバイスをする

というようなことは、無償協力といったベースも含めて、かなり協力しているわけな

のです。それを社会貢献といえばそれまでですけれども、電力会社の企業文化として

「社会のために」というのはそもそも公益事業としての成り立ちからいっても本質的

なところなので、それは昔からいわれる言葉でいうところの「ＤＮＡ的なところ」で

あって、やはり企業文化としては根づいているのだと思います。 

 あっちに行ったりこっちに行ったりで恐縮ですけれども、さっき申し上げたのは環

境を解説した資料の31ページに例を載せています。国際的な協力として「アジア太平

洋パートナーシップ（ＡＰＰ）」という場がありまして、例えば、米国、日本、インド、

豪州、韓国などが参加しています。31ページの右の図が細かくてみづらいのですが、

これは2006年度までの石炭火力発電所の熱効率なのです。日本は折れ線グラフの一番

上にあるのがおわかりいただけると思いますが、これは、この効率を国別にみたとき

に、やはり日本は非常に高い熱効率があるということです。すなわち、同じ石炭を燃

やすとより多いアウトプットが出るということで、 ＣＯ２排出を尐なく石炭火力発電

所を運用することができるということです。 

 これに対して、今、京都議定書の関係で話題になっている中国、インドはグラフの

一番下にある２つでありまして、もしもこれらの国々にある石炭火力の発電所の効率

を日本並みに高めるということになると、世界全体で１年間18.7億トンの ＣＯ２を削

減することができるということになります。世界全体の ＣＯ２というのは 約280億ト

ンですから、それのうちの20億トンを削減できるとなると、非常に大きなインパクト

をもちます。石炭火力発電所だけにフォーカスしてもポテンシャルは高いので、電力

業界が「中国、インドなどがちゃんとやってくれないと困る」というような言い方を

するのは、地球全体の問題として考えるためには、この辺に手をつけてもらう必要が

あるということです。仮に日本の電気事業にこれ以上環境税をかけて厳しくしたとこ

ろで、これ以上効率を高めるということにはやはり限界があります。ちょっと話がそ
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れましたが、以上が20ページまでの概要となります。 

 

５．電気自動車のためのインフラ形成 

 資料スライドの21ページにあるご質問は、「東京電力では電気自動車(ＥＶ)のための

インフラ形成ということで、どう取り組んでいますか」ということなのですが、東京

電力の主な取り組みということでは、急速充電器を東京電力が開発して特許などをも

っていまして、国内の方式の標準化を目指しているということがあります。 

 ただし、インフラとして充電器がどれだけ必要かという観点はまた別問題です。そ

もそも電気自動車は、今、バッテリーの価格と容量を考えると、三菱自動車さんのア

イミーブなどのように軽自動車ベースの車体でコミューター的な利用が現実的という

ことになります。コミューター的な利用をするということは、１日に 100キロ以上走

るような利用を念頭に置いて買うということまで考えてしまうと、そもそも目的に合

わないということです。例えば、パトカーとか、日本郵便さんの郵便配達用の車とか、

そういう業務用の車両も１日の走行距離は大体決まっているので、自分のところの駐

車場に充電器を置けば、それで間に合うわけです。 

 もちろん、「表に充電器があれば安心して出かけられるので、電気自動車も爆発的に

普及するはず…」とよくいわれるのですけれども、逆に充電器をたくさん置けば必ず

しも普及するかというとそうとも限りませんので、この辺はただやみくもにインフラ

投資をすればいいというのはちょっと旧時代的な発想なのかなと考えています。そう

いう意味では、全く置かないというわけではないと思いますが、やはりその費用対効

果とか、本当のニーズをよくみきわめた上でやりますということなので、会社として

は、余りみずから積極的にこれを設置します…というようなモードではありません。 

 ただ、実証試験については鋭意協力していきます。この充電器自体を開発している

のは自分たちです。こうしたことでやはり電気自動車は電気の有効活用、さらにいえ

ば地球環境問題にとって運輸部門の ＣＯ２削減につながるというのは非常に重要な課

題なので、電力会社として取り組んでいくこと自体は引き続き重要な課題だと考えて

います。 

 

６．サステナビリティのための研究開発 

 次に、22ページの「環境・サステナビリティに関する研究開発は行われているか、

どのような部局で開発を担当しているのか、産総研、大学、企業などとの連携によっ

て成果が出た事例などはあるか」という質問です。 

当社は、技術開発に関しては本部制をとっていまして、技術開発本部という本部が

あります。その本部の下に、技術開発研究所、これは技術開発を主に職掌する部署で 

350名程度のスタッフ・研究員を抱えています。このほかに開発計画部、知的財産セン

ター、材料技術センター、電気の史料館があります。なぜ電気の史料館が開発本部に

入っているかというと、特に技術的な遺産を蓄積することが次世代の技術のもとにな

るというような考え方があるためで、史料館を技術開発研究所の敷地内に併設してい

ます。一般の方にもご覧いただいていますが、特に大学の理工系の学生さんなどには

非常に関心が高く、先生方にとっても、かなり専門的な現物をアメリカから買ってき
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たりして置いていますので、ご関心を高くもっていただけるようです。 

 この技術開発研究所の中には、いろいろな仕事のグループがあって、本当に多種多

様な――我々電力会社というのは発電、つまりつくるところから、運ぶ、流通、そし

て、それを家庭に届けるというような配電の電圧の低いところのレベルもありますし、

さらにはそれをどう使っていただくかといった、例えばヒートポンプとか、そういっ

た利用に関するような技術もやっているため、技術の幅が非常に広いわけです。 

 さらには、例えば保守、建設にかかわるようなところで、安全とか、そういった面

でヒューマンファクター的な観点に立つ研究もあったり、あるいは、分散型電源等に

ついても、世間でこれだけ話題になる随分前から、我々の本来業務として研究開発を

しています。こういう状況ですので、環境・サステナビリティという広い範囲にどこ

までかかわってくるかというと、電気の低炭素化ということ自体が環境にかかわると

いえば環境にかかわるので、ご質問のようにはちょっと絞り切れないところもありま

すので、幅広に書かせていただきました。例えば、家庭用の省エネなども、環境対応

というのは需要、供給両面ありますから、ある種の環境技術ともいえるということで

す。 

 それから、23ページにはその例ということで、例えば「人と設備の安全・社会の安

心を最優先し、電力の安定供給を確保する技術開発」というテーマの下での研究例を

あげています。ここで「社内外からの信頼の獲得を目指しています」ということはミ

ッションです。先ほど申しましたように、ここで技術開発に関するミッションを具体

的な研究レベルに展開しているわけです。つまり、企業の理念をブレークダウンして

我々はビジョンを掲げていますので、そのビジョンの理念にかなうような形で毎年度

の経営計画を立て、その経営計画に即応する形でミッションを各部門のミッションに

落としていきます。その部門のミッションに落としてきたときに、技術開発に関する

人々が自ら掲げる目標ということで、この黄色のところがまず大きな命題です。その

命題を解説しているのがその下の数行で、その数行のねらいにかなうような具体的な

研究の例が、ここに書いてあるような事例です。 

 なお、やはりエネルギーの最適サービスとか販売電力の開拓などは、企業の本来業

務である成長ということを意識していますし、原価低減やコストダウンということは

企業の最も重要な経済性、やはり安価に電気をお届けするというのは大事なミッショ

ンですので、それを書いているのは当然であります。また、エネルギーセキュリティ

ーの確保や地球環境といった観点でも例が書いてあります。 

 25ページは、研究開発事例のうちから、尐し興味をもっていただけそうな例を紹介

しています。トラックがアイドリングをすることに伴い大気汚染や騒音問題が生じる

ので、それが何とかならないかというような問題意識に基づく開発です。そもそもト

ラックがアイドリングしているのはエンジン駆動のクーラーを回しているからだとい

う話になって、電力駆動のクーラーをトラックに積んでもらって、それで外部から電

気を供給して、要はエンジンを回さずにクーラーだけ回してもらおうというような試

みをしたということです。作業待ちであるとか、休憩とか、時間調整というときに、

ドライバーさんはついついエアコンをかけっ放しにして ＣＯ２を出してしまうのです

けれども、こういう外部電源クーラーシステムと書いてあるようなパッケージクーラ
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ーとセットにして、ここに電源を供給していただくことによって、給電スタンドから

カードで使った分の電気だけご請求するという形になっています。 

 26ページには、大型ＮＡＳ電池の開発の例があります。これは最近話題の再生可能

エネルギーの大量導入に伴って、どういう対応が必要なのかというと、やはり電池が

必要だという話になっていまして、専らリチウムイオンの性能拡大ということで関心

が高くなりますが、現状では、やはり価格面や性能評価を十分積んでいるという観点

からいきますと、2001年７月に実用化した電力貯蔵用ＮＡＳ電池（ナトリウム硫黄電

池）がもう現実のものとして活用されているということですので、例えば、今、電力

会社が蓄電のためにどういうものをつけるかというと、このＮＡＳ電池を使うという

のが極めて現実的なオプションになります。実際にこれはもう市販されて広く使われ

ていますし、この日本ガイシさんは、世界各国から引く手あまたになっているとのこ

とです。この電池は東京電力と日本ガイシさんとで共同開発しました。 

 あと、27ページには、ＩＧＣＣ（石炭ガス化複合発電）・ＣＣＳの例をあげています。

石炭はエネルギーのベストミックスの観点からいくと非常に重要な電源でありますし、

もし仮に日本が石炭を使うのをやめたとしても、世界的には絶対石炭を使わないと電

力の供給というのはできないのです。それは、石油の賦存量であるとか、ハンドリン

グの技術の問題とか、いろいろなことがありますが、石炭は世界的にみて極めて重要

なエネルギー源であるからです。これは後の資料でも申し上げますけれども、それを

高効率に使うということが ＣＯ２の原単位を減らすということになりますので、この

辺を一生懸命やりましょうということで、今、性能確認試験を勿来にあるプラントで

やっているところです。 

 それから、ＣＣＳは大分期待をもって語られているところが多々あるのですが、な

かなか難しいところもあるのです。例えば、ヨーロッパの文献なのでも、とにかく誤

差みたいなところはみんなＣＣＳでしわ取りをしてしまえとでもいうように、ＣＯ２

削減の説明がつかないところはみんなＣＣＳで埋めたことにしてしまうような将来予

想のグラフになっていたりしますが、これはまだ技術開発中ですので、果たしてどこ

まで行けるか未知数の部分もあります。それに「埋めるだけでは根本的な解決になっ

ていない」との疑問の声もあります。特に日本の場合は、地盤・岩盤の適地がどこま

であるかといったことも含めて、これにそんなに過剰な期待をかけてはいけないとい

うことと、あとは2020年とかという短期的な目標であれば（一般世間は2020年は中長

期目標なのですけれども、我々電力の時間軸からいくと、2020年というのはもうすぐ

目の前の話なので、短期的なことというイメージなのですが）、そこではＣＣＳという

のはなかなか実用化されていないというのが専ら我々の見方です。 

 あとはＵＨＶ（ウルトラ・ハイ・ボルテージ＝100万ボルト）設計ということで、日

本と当社は1970年代から研究開発を行っていました。要は電圧を高くすればするほど

ロスが尐ないということなのですが、ただしそのかわり設備も大規模になってきます

し、コストもかかるので、そこの綱引きといったところなのです。日本では55万ボル

トの送電線が今は最も高いのですが、設計上は 100万ボルト設計でもうつくっており

ますので 100万ボルトに昇圧することは可能になっています。これはテレビでも紹介

しましたのでご案内の方もいると思いますが、中国でＵＨＶについて、日本の技術が
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標準化で採用されました。紆余曲折を経て去年の５月に標準電圧が国際規格化された

ということで、日本が数尐ない標準化をきちんととることができたという事例になっ

ています。 

 それから、29ページには洋上風力の例を載せていますが、現実的にすぐ期待できる

かというとなかなか難しそうです。地元の理解を得て実際に建設するということには、

実際問題として電力会社が苦労を重ねているからこそわかる部分というのがあって、

国とか、いろいろな行政がプランを立てたからすぐ実現できるのではなくて、そこは

事業者が汗をかいてやっとできるということはぜひご理解をいただきたいと個人的に

は思っています。 

 

７．環境問題への取り組み 

 では次に『電気事業の低炭素社会構築に向けた取り組み』と題した冊子に沿って説

明していきます。冒頭の２ページから数枚の内容は既にご存知の方が多いと思うので

省いていきますが、我が国の地球温暖化問題をめぐる現状について、世界の ＣＯ２が

ふえる中で気温が上昇していますというのが２ページ、３ページです。この見方には

異論もいろいろありますけれども、温暖化がないのではないかというところから議論

を始めてしまうとそもそも話が進んでいかないので、我々はとにかく取り組みだけは

しっかりとしていくということです。 

４ページにありますように、京都議定書の約束というのは、日本が非常に厳しい削

減目標を負ったと理解をしております。日本全体の ＣＯ２を部門別にみたものが５ペ

ージで、これは90年比でよくいわれますが、90年からの推移ということでみていくと、

排出量自体は、やはり家庭・業務といった民生部門が多くなっています。業務という

のは、例えばビルやコンビニなどです。他方で運輸は非常に割合が多いのですけれど

も、低炭素に向けた取り組みを進める中では頑張ってきている。産業部門は何だかん

だといわれつつ、90年比からみるとやれることはやってきたというようなことだと思

います。 

 部門別の内訳をさらにみたのが６ページで、右側の円グラフは最終部門別の排出量

です。これでみると大体３分の１が産業部門、約２割が運輸部門、それから家庭が

15％ぐらいで、業務その他が２割ぐらいといったところです。これは間接排出、つま

り電気を最後に使った人がどの部門にあるか配賦したのがこの右側なのですが、それ

を電気の生産段階、エネルギーというものをつくった段階でとめてしまうと左側にな

ります。「直接排出」という呼び方になっていますが、電気事業はそもそも電気を売る

のが前提で、貯蔵が困難な電気を皆さんが使う分に合わせてその瞬間につくっている

ということなので、やや呼び方に違和感はありますが、要は日本の３分の１は電気事

業が出しているのだということです。さらにいえば、東京電力の電気の販売量は日本

全体の約３分の１ですので、東京電力は日本全体の約９分の１を排出しているという

ことになります。 

 従って、我々にとって環境問題は非常に大きい問題だということになります。京都

議定書の日本の国別目標は▲６％でしたが、やはり一番の問題は８ページにあります

ように、京都議定書の削減義務を負う国というのは世界全体の３割しかないというこ
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とです。肝心の米国や中国といった大排出国はこの削減義務という枠から外れていて、

結局入ってこない。なので、次期枠組みにおいてはこうした国がちゃんと入ってこな

いと、そもそも意味がないというようなことを産業界は一貫して主張しているところ

です。 

 ただし、当初の論調は「産業界はそんな否定的なことばかりいっているけれども、

日本が高い目標を掲げて意欲的にやることが世界をリードする」というようなことが

新聞で散々にいわれたのですが、日本がたとえ２割だか３割だかを頑張ったとしても、

世界全体の 4.3％の排出ですので、それをさらに削減しても非常に限定的である。ま

してや、先ほど石炭の効率をみていただきましたけれども、世界最高効率の産業部門

がさらに頑張ったところで、「どれだけ高い限界削減費用を負って、国民負担にするの

だ」というのが我々産業界の主張でした。 

 ９ページは、やはり中国、インドというのは今後もふえていくのだから、この国が

真剣に考えてもらって入らないと本当の意味での世界の問題ではないでしょうという

ことです。 

 従って、10ページにありますように、鳩山演説（９月22日）の報道では、我が国と

しては「2020年までに90年比25％減」というところだけが報道されましたが、重要な

のは「すべての主要国の参加による意欲的な目標の合意が前提」というこの前提条件

でありまして、この前提条件がない限りは、日本だけが突出しても何もいいことはな

くて、繰り返しになりますけれども、それは国益を損なうだけだといっているところ

です。例えば、12ページの経団連のコメントも、それから電気事業連合会のコメント

も、そうしたことを主張しています。 

 ただし我々電気事業者が決して後ろ向きというわけではないというのは、繰り返し

になりますが、14ページにあるように、そもそも環境問題がこんなにいわれる前から、

我々は安定供給と経済性と環境保全を３つ同時に達成することが重要だということを

ずっと一貫して掲げているところでありまして、事業者も鋭意取り組んでいるところ

です。 

 15ページのグラフは、青線が販売電力量です。近年、電力需要が伸びなくなってき

て、販売電力量が尐し下がってしまいましたけれども、販売電力量がふえると ＣＯ２

の排出量もおのずとふえていくわけです。ただし、販売電力量の伸びほどには ＣＯ２

排出量をふやさない。ということは、すなわち単位当たりの ＣＯ２排出原単位を下げ

ていくことです。我々にできる取り組みは、販売電力量が上がっていくこと自体はお

客さまに電気を使用されてしまうとどうしようもないので、省エネは呼びかけるだけ

です。でんこちゃんのＣＭを流すぐらいはできますけれども、とめてくださいと強制

的にとめるわけにはいかない。となると、事業者として責任をもってできる取り組み

は排出原単位の低下ということになります。 

 我々はそれに向かって取り組んでいくわけですが、残念ながら、近年大きく伸びて

しまいました。この理由はいろいろあるのですが、16ページにありますように、非化

石電源比率を増加はさせていたのですけれども、新潟県の中越沖地震で原子力発電所

をとめてしまったことの影響が非常に大きかったということもあります。 

 それから、クレジットの反映ということで、京都メカニズムクレジットを世界から
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買ってきて、それを反映するといったことで非常にお金を使って達成しましょうとい

うことがあります。ちなみにクレジットについては17ページにございますけれども、

政府の購入分が５年間で１億トン、それから電力業界が５年間で 2.5億トン、鉄鋼業

界は 6,000万トンということで、５年間で 4.1億トン。年間にすると 8,180万トンな

のですが、仮にこれを大体15ユーロから30ユーロという水準で考えたときには 7,000

億から 1.5兆円のお金を ＣＯ２という目にみえないもののために海外に出しているこ

とになります。これが25％減という目標水準になったら、一体幾ら買ってくれば達成

できるのかというのは、そら恐ろしい数字になるので、それは余り考えたくないとこ

ろではあるのですが、それで果たして良いのでしょうか…というのが問題提起です。 

 18ページは主要国の電力の ＣＯ２排出原単位です。先ほど原単位が重要だと申しま

したが、国際比較でみた場合に、左のフランス、カナダが0.08、0.21と非常に小さい。

これはなぜかといいますと、真ん中のグラフと一番下のグラフが電源の構成をあわら

しています。真ん中のグラフは上から下に伸びてくる棒グラフとみていただければよ

くて、緑が原子力発電、水色が水力発電、ちょっと黄土色っぽいのが新エネ・廃棄物

の構成比になっています。下から伸びているのは化石燃料で、ＣＯ２を排出する電源

です。これは石炭火力、ガス火力、石油火力があって、その構成比をみていただくと

わかるのですが、原単位が極力尐ないのはなぜかという理由は、フランスは当然原子

力に圧倒的に頼っているからであり、また、カナダは水の資源が圧倒的に豊富だから

水力発電で賄える、すなわち水力は再生可能エネルギーとして自ずと原単位が低くな

るということです。 

 日本の場合、これをみていただくとわかるのですが、これまでもベストミックスと

いうことで、エネルギーセキュリティーの観点からもバランスの良い電源構成が志向

されてきました。例えば、石油危機後、反省があって、石油だけに頼らない。かとい

って、ＬＮＧもまた石油価格にリンクするので、ＬＮＧだけというわけにもいかない。

世界の賦存量や地域のバランスからいくと、石炭にも頼らざるを得ない。かつ化石燃

料だけでなくて、やはり原子力にも重点的に取り組まなくてはいけない。おまけに、

再生可能エネルギーにも取り組んでいく…といったところを考慮して、各種の費用と

か賦存量とか、そうしたものを事業者なりに考えて、ベストミックスを追求した結果

がこのバランスになっていまして、 ＣＯ２排出原単位は0.43程度ということになりま

す。さらにゼロエミッション電源比率を50％程度にふやしましょうということを目標

として掲げていて、この目標を掲げたものが実現すれば、下のグラフの化石燃料の比

率は下がりますし、上の原単位も低下するといったところを目標として掲げていると

ころです。 

 19ページが我々の供給計画で、今、目標として立てている最終年度が2018年度の構

成比なのですが、原子力発電の構成比を４割ぐらいにまで高めて、かつ石油を５％程

度にまで落として、ＬＮＧや石炭もセキュリティー上活用していくといったところの

イメージです。 

 「何だ、再生可能エネルギーがふえていないではないか」ということをお考えかも

しれませんが、皆さんが使う電気の量というのは非常に多いので、発電の電力量がふ

えていく中で、これを一気に割合をふやすというのは、物すごい量の再生可能エネル
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ギーをふやさなければいけませんから、ちょっとそこは安定供給を考える事業者とし

ては、現実的なオプションではあり得ません。ただしこれは事業者の供給の計画です

ので、これ以外に、例えば家庭用に設置する太陽光とか、そういったものは当然自家

消費の部分がありますから、その部分は別途あるということになります。 

 時間の関係がありますので、あとは簡単に説明します。21ページにあるように、排

出原単位をどうやって低下させるかは、供給サイドでは発電の高効率化や低炭素化。

これは原子力の活用やメガソーラーといった大型の太陽光発電所にみずから取り組ん

で、事業の先鞭をつけるということです。供給力としてはメガソーラーといっても大

したことがないのです。我々は電気の供給が本業なので、そこの規模感からいくと、

幾ら太陽光をつけたところで微々たるものだというのは正直ありますが、それでもま

ずは取り組んでみるということで建設をします。それから先ほど申し上げた通りの化

石燃料の効率化。また、需要側でもエコキュートと呼ばれるような ＣＯ２冷媒ヒート

ポンプ給湯機で、例えば１のエネルギーを４にも５にもするというような技術、つま

り大気中の空気エネルギーを使って、それでエネルギーをふやすといった魔法みたい

なことをやって効率利用をするということがあります。さらに、電気自動車の１万台

をみずから導入していくといったことを打ち出しています。 

 いかに原子力のインパクトが大きいかは23ページをみていただくとわかるのですが、

右側が原子力発電所の利用率で、これは稼働率とご理解いただけばいいのですが、近

年は、私どもがそもそも不正問題で原子力発電所がとまってしまったり、あるいは地

震でとまってしまったりといったことがあって、利用率が低迷しているのです。諸外

国では90％近くの利用率を実現できているところがあるので、仮に、今65％ぐらいの

ものを85％ぐらいまで20％高めるとどうなるかというと、説明にありますけれども、

設備利用率が１％向上すると年間 300万トンの削減ができることになります。つまり

10％で 3,000万トン、20％ですと 6,000万トンも削減ができて、我が国の排出量から

いくと、物すごく大きな規模の削減が原子力発電所で一気に実現できてしまうという

ことです。 

 ちなみに、真ん中の四角に書いてありますが、原子力１基、最新鋭で 138万キロワ

ットぐらいの規模があるのですが、太陽光は太陽が照っているときは発電できますけ

れども夜は発電できませんので稼働率でいくと設備容量の12％ぐらいしか発電電力量

が出てこないのです。それを考えると、太陽光発電を2,800万キロワット導入するとい

うような話をしていますけれども、それは原子力３基分なのです。つまり、あれだけ

大騒ぎして、国民負担をみんなに追加で出してもらっても、それでも我が国が原子力

を３基新設するのと同じぐらいの発電量にしかならない。どっちも非化石の電源です

から、ゼロエミッションという意味では同じ効果をもつことになります。我々は原子

力発電建設について、99年から2008年度の 2.7倍の計画を18年度までに立てていると

ころです。 

 それから、若干飛びまして26ページをみていただくと、火力発電所の熱効率向上に

関して、ＬＮＧのコンバインドサイクルの例があります。下に書いていますが、昔は、

発電機をそのまま回していただけだったのが、コンバインドということで、廃熱を利

用して、要は２回エネルギーを十分搾り取ろうということです。単にガスを使ってタ
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ービンを回すだけではなくて、廃熱蒸気を使って、大きなタービンを回して、ダブル

で電気を搾り取ろうという発想です。温度を高くしてやればやるほど当然熱効率は高

くということになるのですが、素材が耐え得るかとか、技術的にどこまで高められる

かという限界に挑戦していって、どんどん熱効率を高めてきました。当初、富津１・

２号系列というときに、コンバインドサイクルを導入したときに熱効率は47.2％とな

り、火力としては最新鋭のものよりも一段効率がはね上がったのですが、次に先進的

なコンバインドサイクル（ＡＣＣ）を横浜７・８号系列に入れてさらに上げて、さら

にそれをもう一段の先進的なものということでマック（ＭＡＣＣ）と呼んでいますけ

れども、それを導入して59％に高めた…ということです。ここは技術への挑戦で、

１％以上ずつ上げている。これも１％熱効率を向上させると ＣＯ２排出量は約 180万

トン減るということで、非常に大きなインパクトをもっています。日本は世界最高効

率と誇れる技術だと思います。 

 ＩＧＣＣは石炭を高効率で利用しましょうといったところでございまして、先ほど

みていただいた大きいグラフが29ページのグラフです。 

 それから、アジア太平洋パートナーシップは、さっき申し上げた国際的な取り組み

で、32ページからは電力の取り組みということです。これも先ほど申し上げた環境行

動レポートに絡んでくるのですが、昔からやっていたことの例が32ページに書いてあ

ります。余剰電力の買い取りは、太陽光の買い取り制度が最近話題になっていますが、

1992年当時から、お客さまが設備を入れた場合に、余ったものは我々がお売りする価

格と同価格で買いましょうということをやっていたわけです。つまり、お売りする価

格というのは、当然我々のいろいろな経費が全部入っているのですけれども、それを

込みにした価格と同価でお買い上げするということなので、これは我々の自主的な取

り組みとして精一杯の取り組みでした。普及を促進させるために、我々としては新エ

ネの設備、太陽光だけでない新エネの設備から余ったものを買いましょうということ

でした。例えば、太陽光を設置した方が半分くらいの太陽光発電分を家で賄えて、残

り半分ぐらいは電力会社から電気を買っていたとすると、この自主的な取り組みを使

うと、ちょうどただで全部電気を使えていたということになるわけです。ですので、

当時から太陽光を入れていた方は、１回設置したらただで電気を使っているという方

が結構多くいらっしゃったということです。 

 それから、グリーン電力というのも2000年から基金、これはマッチングファンドで

一般の消費者の方から１口月 500円ということで寄附の募集をしまして、例えば、毎

月1,500円＝３口のグリーン電力基金にお金を払うと、会社も 1,500円マッチして 

3,000円をグリーン電力の設置者に寄附するといったことを第三者機関を通じてやって

いました。 

 また2008年に公表したメガソーラーの取り組みとか、太陽光、風力をいかに連系し

ていくかといったところを紹介しています。 

 具体的なプラントの例を縷々書いていまして、それから最近話題になりました買い

取り制度は36ページにあります。要は、これまでは24円で売るという価格と同額で余

剰電力を買い取っていたのを倍の48円で買うということになって、これは電気事業者

の自主的な取り組みのレベルを超えているということなので、法律に基づいて、国民
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的にサーチャージという形で負担するという仕組みになっています。ですので、以前

の余剰電力の買い取りは、電気事業者の自主的な社会貢献的な意味合いのある活動で

したが、今の制度は国としての選択結果ということになっています。 

 ただし39ページにありますけれども、太陽光に期待はかかるものの、現行47円程度

の発電コストをフルに回収できるようなレベルというのが48円という買い取り価格で

すが、例えば先ほどＣＯ２の削減効果の話をしましたけれども、仮に 100万キロワッ

ト級の原子力１基を太陽光だけで代替すると山手線の内側の面積とほぼ同じところに

パネルを全部敷き詰めてやっと原子力１基分になるとか、風力はもっと大きなプラン

トが幾ら密集するといっても多尐距離があきますので原子力１基分相当では山手線の

内側の 3.5倍の面積が必要になるとか、そういうような限界があります。とはいえ風

力の場合は、大規模なものはコスト的にはほかの電源に比べて大分ペイする水準にな

っていますので、そういう意味でも事業者が自律的に取り組みつつあるといったとこ

ろです。 

 ただし40ページにあるように、出力変化が激しいという課題にどう対応するかとい

うことは大きな課題です。左が太陽光、右が風力ですけれども、まさしくお天気任せ

風任せなので、かんかん照っていたり風が吹いているときは物すごく発電するのです

けれども、途端にそれがぱたっととまったりということもあって１日の中で非常に変

化が激しくなるので、電気の品質（周波数とか電圧とか）をいかに安定的に整えてい

くかということが技術的な課題ということになります。それについては実証結果など

をきちんと踏まえてから導入拡大に臨む必要があると電力会社は主張するのですが、

マスコミの方などからは残念ながら「後ろ向きだから、時間がかかるとか技術的な課

題があるとかいうのだろう」という見方もされてしまうといったこともあります。 

 あとは先ほど申しましたヒートポンプであるとか、電気自動車であるとか、そうい

った取り組みをやっていますということがあります。 

政策の検討については、今申しましたように余剰電力の買い取りといったことだけ

でもかなりインパクトがあったのですけれども、それを全種全量にするということも

現政権でマニフェストに掲げていますので、国民的な議論が必要ではないかというの

が我々業界の考え方であり、主張です。 

 53ページにあるのは、我が国の前の中期目標検討委員会での電力の消費量のグラフ

です。「ＣＯ２を減らしましょう」というのは簡単ですし、目標として掲げるのはいい

ことなのですが、仮に2005年比30％、これは今鳩山政権で掲げている目標に近いので

すけれども、このような目標を掲げる場合に、過去にこのようなトレンドで推移して

きた電気の消費量を2005年から2020年に向かって本当にこんなに減らすことができま

すかということです。目標として掲げるのはいいのですが、我々が電気の安定供給を

うたう以上は、リードタイムが10年、20年かかる電力設備を今からつくっておかねば

なりません。従って、今の時点でここまで省エネで減るということを前提にすると、

もう設備は要らないということなので、つくるのをみんなやめてしまうことになりま

す。しかし本当にやめてしまって、では、もし万が一需要がこんなに減らなかったら、

だれが設備をつくれるかということです。電気はその物理的な特質上、発電設備が使

用量と同じだけ用意されていないと全部の電気がとまってしまうか、あるいは輪番停
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電という形で、地区別に計画的に停電させるということをやらないといけなくなって

しまうのです。 

 では、つくるのをやめていいのですかというと、いや、それはちゃんとつくってく

れと言われます。しかしその一方で同時に「目標は30％削減でよろしく」といわれる

と、設備はつくり、ＣＯ２ 削減をする…ということでは、電気料金のコストを皆さん

はどう考えるのですかということが問題になります。今のサーチャージとは別に、供

給原価とか安定供給というものを国民的にどう考えるかという議論になってくるとい

うことです。尐なくとも我々電気事業者としては、責任ある立場として、極端な楽観

視、つまり、政策目標だからといっても実現するかどうかわからないものを前提にし

て設備形成はできない、というのが我々の主張です。 

 資料の他の部分は既に新聞等でいわれていることですので、後でみていただければ

良いかと思います。今の論点として、全量買い取り以外に、例えば系統安定化対策コ

ストがかかるのでそれをどうするかとか、スマートグリッドで蓄電池などをつければ

いいのではないか、あるいはキャップ・アンド・トレードとか環境税という、いわゆ

る温暖化に関するような環境政策をとればいいのではないかということがいろいろい

われています。それぞれについて、今後、我々の業界も考え方を示していくことにな

ろうかと思います。 

 以上でご説明を終了し、あとはご質問に答える形にしたいと思います。 

 

８．質疑応答 

○司会者(洞口)  どうもありがとうございました。ＣＳＲについての質問にも丁寧

に答えていただきましてまことにありがとうございました。 

 ちょっと釣り船に乗って磯釣りに出かけたら、夜の暗闇の向こうから軍艦が出てき

たみたいな感じで、サステナビリティの一番重要な部分というのでしょうか、主要な

部分をかいまみた感じがして、これはちょっと手ごわい相手だぞという感じが私の感

想です。手ごわい相手というのは、サステナビリティという概念です。研究対象とし

てサステナビリティをみたときに、どう扱っていいものか、これは大変だぞという感

じがいたしました。私の質問には丁寧に答えていただいておりますので、皆さんから

ご自由に、いつものとおりフリーディスカッションという形で進めさせていただきま

す。 

○穴山  今の洞口先生のお言葉を伺って浮かんだのは、サステナビリティというと

きに、我々電気事業者が本当の意味でサステナブルだと感じるのは、さっき申し上げ

たように「環境と経済性とエネルギーセキュリティーという３つのＥが維持できて初

めて中長期的に維持可能な電気事業の供給ができる」ということを常に意識している

ということです。 

社会からは、振り子のようにいろいろなことをいわれます。例えば、石油価格がは

ね上がると、途端に代替エネルギーを何とかしろということはありますし、今度は原

子力で何か問題が起きると、とにかく再生可能エネルギーに傾注せよと言われたりし

ます。 

 ドイツなどはその一例で、先ほどみていただいた18ページの国別グラフでドイツは
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日本の隣にあるのですが、「ドイツが環境先進国で再生可能エネルギーに取り組んでい

る」といわれる背景には、この図をみていただくとわかるのですけれども、ドイツは

49％が石炭なので、つまりＣＯ２をたくさん出してしまう石炭に半分近く頼らざるを

得ないという国情があると思われます。ドイツは政治的選択として原子力にはこれ以

上頼らないというようなことをそもそも掲げていましたから、その制約からいくと、

再生可能エネルギーしか目指すべき解がないので、石炭を減らせない中でいかに再生

可能エネルギーをふやすかということが彼らの命題になっています。 

エネルギーというのは、地域や国の実情であるとか、経緯であるとか、さらには資

源の調達可能性とか、そういったことも含めて、極めて大きな地勢的な影響も受けて

います。だから、それを一概に単純化して議論するということは、我々責任ある事業

者の立場としては、本当の意味でサステナブルでないものを軽々に格好いいことだけ

を掲げるという無責任なことはできない。そういう意味で、重みがあるということだ

と思います。 

○質問者  環境と経済性とエネルギーの確保というのはトレードオフの関係にある

わけですね。 

○穴山  そうですね。場合によっては。 

○質問者  相互にバランスをとらなければいけないということですね。でも、フラ

ンスなどは原子力に特化して技術をもっているがゆえに、日本から原子力燃料の処理

だとかそういうことで貿易収支にもかなりいい影響をもっていたり、ある種の技術に

特化することによって、世界の中にトリクルダウンというか、均てんしていくという

か、それが波及していく効果とかがあり得ると思うのです。これだけ半導体メーカー

がみんな太陽光発電に行っているので、そこをどうサポートするかというのは、まさ

に21世紀のあり方にかかわってくるのではないかという気がしました。 

○穴山  そうですね。そこはネットワークの構成にもよるのですけれども、フラン

スがなぜあれだけ原子力をやれてほかのヨーロッパはそれほどでもないかというと、

ヨーロッパは大陸で系統が全部つながっているので、ＥＵ全体でベストミックスとい

うことを考えるということがあります。そう考えたときに、例えばロシアからのガス

プロムの問題の際、ロシアの政策が急に変わってガスが途絶するということが大問題

になり、そのセキュリティーを高めるためにも再生可能エネルギーに取り組むのだと

いうこともいわれていますが、決してそれだけではなくて、やはりフランスがあれだ

け原子力をやってくれていると、ほかの国はフランスの原子力を当てにすることがで

きます。また、北欧にある水力資源なども当てにすることができますし、そこが島国

である日本とは違うところです。また、アメリカとも系統構成が違いますし、ヨーロ

ッパとも系統構成が違うので、そこは単純比較できないということだと思います。 

○質問者  最近、日本の環境技術は要素技術はすごいのだけれども、企業戦略がな

いとか、国の戦略がないとか、ＥＵは一方的に排出権の市場をつくったりとか、ＩＳ

ＯもＥＵのリーダーシップでやっているとか、日本が環境先進国だというのは過去の

ことではないかというような日本人？もいるわけです。日本が環境ですぐれていたと

いうのは過去の話ではないかと。何か最近は全部出おくれているではないかと。最近

はさっきの反論もありましたけれども、 ＣＯ２25％にしても産業界が猛烈に反対して
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いるというイメージがあります。これは、何でそのようになってしまったのか、何で

日本はいつの間にか企業の発信力とか国の発信力が尐なくなったのか、 ＣＯ２に関し

てはすごいディフェンシブになっているのか。産業界があれだけ必死になった。それ

はどのように。単なるマスコミが勉強していないせいなのでしょうか。 

○穴山  それはいろいろな要因があるので一言で解説するのは難しいと思うのです

が、１つあるとすると、ＥＵは、例えば科学技術の戦略もそうなのですけれども、Ｅ

Ｕ内で大きな戦略を立てて、ＥＵの利益のために何がいいかという視点でそれを立案

して、各国で展開しようということ、つまりＥＵという組織体がかつてのＥＣから発

展していったときにそういう思想がまずベースにあるように思います。環境もその１

つの要素だと思うのです。つまり、他の貿易問題などと同様に、ＥＵにとっても一番

よい姿を求めるという思想が基礎にあるように思います。なぜ京都議定書で彼らが目

標達成できるかというと、当時、東欧バブルと呼ばれるような、東欧とくっついただ

けで自ずと目標達成ができたというところがあったわけで、その東欧バブルをさしお

いて「自分たちはこれだけやっているから世界もやりなさい」と主張するような面が

あります。 

 話をよく聞くと、ＥＵの中でも環境問題をやっている方は、日本でもその傾向が多

尐あるように感じますが、尐し環境理想主義みたいな考え方が比較的多い性向がある

というのは、ＥＵにおいても日本においても同じだということを聞いたことがありま

す。理想主義的な方が多いとしても、他方で例えば「取引」という場合には、金融機

関などは自分たちがもうけられるためには何をするかということを考えるということ

も言われます。つまり、この前のＣＯＰにおける主張にしても、「世界全体が厳しい目

標に向かって進んでいきます」という話をしておかないと、最初に立ててしまった排

出権市場で価格が暴落してしまうおそれがでてきます。あの市場は３回ぐらいステー

ジを分けて徐々に広げてきているのですが、最初にやったときに痛い経験をしていま

す。ＥＵが取引を入れた最初はそこそこの価格で取引がされていたのですが、そのう

ち価格が暴落して、ほとんど市場として機能しなくなってしまって、これはだめだと

反省しました。「先々厳しいです」ということを市場に予見性を与えておかないと、価

格がすぐに落ちてしまいます。要は不完全な市場ですから、株式と違ってそんなに厚

みもないですし、プレーヤーが限られますので。ただし、それでももうけたい人が

「市場はつぶしたくない」ということなので、とにかく金融機関がいろいろなところ

に働きかけて、厳しい目標で行けということを政治家にも圧力をかけていると聞きま

すし、実際にそういうこともあるのではないでしょうか。 

 ただし、ＥＵ自身が厳しい目標をかぶったら達成できないので、ＣＯＰの場とかで

は自分たちが――最初は東欧バブルでしたし、今でも実際いろいろな要素を引いてい

くと、彼らはほとんど追加の削減費用が最小限で済むような目標しか出していないわ

けです。つまり、表面上は何％減といって大きな数字を出しているようにみえますが、

我が国の中期目標検討委員会でこれは環境省系の研究所がはじいた限界削減費用でも

そうなのですけれども、例えば、日本は彼らの４倍ぐらいの限界削減費用のレベルに

なっているのに、彼らの掲げている目標というのは、ちょうど日本がマイナス６％と

掲げていたのと同レベルの限界削減費用だというのは、環境省系の研究所すらはじく
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ような状況です。 

 ちょっと話が広がりましたけれども、そういうことで、まずはＥＵとしての戦略の

観点が１つあるということと、あとは欧米流の市場というものを活用していくのだと

いう信念に近いものと、それをビジネスに活用したいという人たちの存在が１つある

と思います。 

 あとは、なぜ日本がだめなのかというと、日本は、例えば自分たちの省エネの目標

を立てたり、効率化目標を立てたりして、それで効率化を進めてきたわけです。先ほ

どはグラフを説明しませんでしたが、例えば55ページにいろいろな産業界のエネルギ

ー利用効率の図があります。これをみると、日本は、生産技術とか製造という観点で

いきますと、エネルギーについて諸外国より圧倒的に効率よくつくれるということで

す。それは人によっては、省エネ、高効率ということで規制的な手法が効いたからそ

れに向かって目標が達成できたのだという人もいますし、あるいは企業が自主的に取

り組んだ成果だという人もいます。それは両面あったと思うのですけれども、こうい

う現状にあるのになぜ先進国といわれないのかというと、やはり展開力という観点で

劣るということかもしれません。 

 例えばＥＵが自国の発電システムをアジアのどこかの国でやりたいということで、

アジアの例えばベトナムがプロジェクトを公募したとします。そこに手を挙げて、フ

ランスの企業が応札し、日本の企業も応札した…というように国際競争になるわけで

す。そのときに、日本の企業がなぜとれないかという理由は多々あるでしょうが、提

案力も一つの要素ではないでしょうか。例えばベトナムは電気が欲しいといっている。

もちろん効率よくつくれればいいのですけれども、日本はお金を高くしても、本当に

最高品質・最高効率のものをもっていこうとするので、「いや、うちの国はＣＯ２ を

多尐出してもそんなものは要らない」とか「もうちょっと汚くてもいいのだ。ただ電

気が欲しいだけだから」とかといって、例えていうと、相手のニーズが軽自動車にあ

るところにスーパーカーまではいかないにせよセルシオクラスの高級車をもっていっ

て、「どうです、これはいい車でしょう」といって売ろうとするのと似たようなところ

があるのではないでしょうか。あくまでも私個人の印象ですが、それはシステム提案

力というか、広義の競争力というか、そういう観点を含めて、いろいろな要素がある

のだと思うのです。 

優れた技術やシステムが展開できないとしても、だから直ちに日本はおくれている

かというとそうではなくて、日本の中ではそれで回っていますし、日本での排出量は

世界最高効率のところで回している排出量でやっているわけですから、それで急に後

進国になったという理屈はおかしいのではないかと思います。 

○質問者  前回、上智大学の上妻先生がおっしゃったときも、ＣＳＲというのは、

こういう ＣＯ２問題が出てきたので、企業にとってもリスク要因というか、戦略要因

になっていると。ただ、そういうのはほとんど認識がない。ということは、一生懸命

こういうのがあっても、ちゃんと評価されないと株価だとか外国からの投資、日本の

企業のサステナビリティ力が低くみられるのではないかと。その辺が単に展開力とか

ＰＲが下手だとかというレベルだけの話なのですかね。 

○穴山  それは、もし仮にＳＲＩが入ったところで、企業行動がそんなに変わるか
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というと、それだけでは必ずしも変わらないと思います。１つの要素ではあると思い

ますけれども。もしそれで変わるとするならば、やはり上場されている大企業で何と

かで…というような条件がかなりついた場合には効果を出すかもしれないということ

がいえるだけだと思います。しかし、ソニーさんとかリコーさんとかもそうですけれ

ども、尐なくとも「環境重視」を掲げる企業は、ビジネスの売り文句として環境は有

効だというように今は認識が変わっていますので、特に、消費財系というか、中間財

系というか、オフィス機器などもそうなのですが、ああいうところは「環境」という

のはまさしく商品力なのです。我々電気事業者は最近こんなに環境が言われる前から

先ほどの３つのＥのバランスを本来的に追求してきましたから、だから世間がいうほ

ど後ろ向きでもないし、それはむしろ地道に淡々と取り組んできました。このレポー

トにも記載していると思いますが、アメリカがＮＯｘとか ＳＯｘとかで取引だの何だ

のといってやる前から、世界で最高効率のＳＯｘ、ＮＯｘでほとんど排出していない

のが日本の姿なので、要は、制度がどうこうというのもありますけれども、それだけ

ではないと思うのです。 

 日本企業はまじめなので、例えば新日鐵にしたって、あれだけ世界最高効率になっ

ているというのは、やはりそれなりに日本企業としてやらなければいけないことはや

っているということでもあると思います。ただ、それをもって、では、中企業、小企

業まで含めて全部そうなのかというと必ずしもそうではないと思うのです。例えば、

それは生き残りをかけて毎日資金繰りを気にしている企業が、割高なＬＥＤ照明にす

ぐにかえられるかというと、「ちょっと待ってくれ。明日回す金がないので、きょう銀

行に行って断られて途方にくれているのに、何がＬＥＤ照明か」というような会社が

たくさんあるわけですから、そこを一緒にもできない。産業によっても、企業のレベ

ルとか事情によっても大分違うと思うので、一概には言うのは難しいと思います。 

○質問者  具体的な取り組みのことで聞きたいのですけれども、東京電力さんはＣ

ＳＲの方針とかがあって、それに基づいて幾つかの取り組みのポイントとかも明確に

されているのですけれども、先ほど尐しお話があった中で、技術開発などの話で、グ

ループ分けされている中のテーマとしてＣＳＲに関連しているものもありますよとい

う話で幾つか挙げられたのですけれども、具体的に研究テーマの選択であるとか、研

究プロジェクトへの予算の配分、設備投資といったときに電力を起こすところの設備

でもいいのですけれども、そういった設備投資の段階の評価基準とかの中に、具体的

にＣＳＲはどのように組み込まれているのか。 

○穴山  ＣＳＲということを企業経営の中で明示的に取り組んではいません。つま

り、企業文化の中にＣＳＲは溶け込むものだと思うので、一々「これはＣＳＲだか

ら」という意識をして…というようなことは余りないのではないかと思います。もち

ろんＣＳＲレポートをつくる部署とか株式担当部署とか、直接「それってどうなので

すか」と問われるところは、これはＣＳＲだとか、そうではないとかと明示的に定義

するでしょうけれども、それ以外の部門は、ご説明したようにそういう要素も含めて

全社目標からブレークダウンしたものを掲げて取り組みますので、いってみれば溶け

込んだ状態になっているということだと思います。 

 なので、その評価もいろいろな軸があるのですけれども、「本来目的に照らしてそれ
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は効果的か」とか、何年間かやって成果が出なくても、「いや、これはとりあえずやる

ことが次のステージに必要なのだ」というような、研究開発に関していえばそういう

ものもあるでしょう。「いやいや、そうではなくて、これは短期的に取り組んで、とに

かく結果が出るか出ないかを見極めないと意味がないのだ」ということもあるでしょ

う。あるいは、最初の予定ではもうちょっとやるつもりだったけれども、やはり時代

環境の変化で、何年かたってみて、ちょっと見直して、「数年前ならわかるが、今この

テーマでやるのは何でもないだろう」というのもあるでしょう。それはまず自部門で

ＰＤＣＡを回しますから、その結果がどうかということを回しますし、先ほど申しま

したように、研究開発本部の前に部があって、本部内や部内でどういう意思決定をす

るかという資源配分の問題もあります。さらには、本部の意思決定については経営体

に当然諮りますから、本部方針について然るべき会議等にかけるなどして、経営とし

ての意思決定をするという手続を踏みます。 

 基本はＰＤＣＡです。それは半期レベルで回すものもあれば、年間レベルで回すも

のもありますし、場合によってはもっと月次レベルとかいろいろなもので回すものも

あります。企業活動はＰＤＣＡの積み重ねですので、それを踏まえて次のアクション

に活かしていくということが基本になると思います。 

○質問者  ＥＵという単位、つまり、政治的な連合の単位があるかないかというの

は、やはり地球環境問題を考えるときにはかなり重要だという感じがします。だから、

もしＥＵにかわるようなアジアユニオンができ上がっていて、そこに中国やインド、

ここにあるようなフィリピンなども入って、日本もそこに加わっていれば、アジアユ

ニオンで20％削減というのはそんなに難しいことではない感じがします。だから、技

術的な改善。その意味では、政治の構想力というのか、それが島国でそこから先に広

がらないと、環境問題で20％削減で非常にぎりぎりのところを詰めていく仕事になり

ます。どこまで乾いたぞうきんを絞るか。 

○穴山  まさしく三極ということでいくとそうなのですけれども、アジアは島嶼部

などが多いという地理的な要因と、あとは何といっても歴史的な要因が大きく影響し

て、アジア圏構想というのはなかなか難しいかもしれません。あとは、中国がキープ

レーヤーとして自覚して振る舞う場合にどうか…というようなことが大きいのではな

いでしょうか。 

○質問者  自由貿易圏でフリー・トレード・エリア、ＦＴＡという話があるけれど

も、やはりフリー・エンバイロメント・エリアか何かわからないけれども、ＦＥＡみ

たいな発想がないと…… 

○穴山  中国やインドは、ごね得といったら変ですけれども、今は本当にありがた

いことになっていて、黙っていてもお金が入ってくる状況です。というのは、日本は

京都メカニズムの達成ですらＣＤＭで買ってこないとだめなのですが、中国や、場合

によってはアメリカの農業などにもお金を払うということもあります。さらにいうと、

先進国の単なる支援ということではなく、ＣＤＭプロジェクトとして認定されるかど

うかということも大きな問題です。資料の17ページにある国連登録プロジェクトの国

別排出量をみていただくと、中国が 59.08％あります。ＣＤＭをチャイナドリームメ

カニズムという人もありまして、中国としては自国にとっては良いことばかりという
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ことでしょう。 

○質問者  将来的にも中国はもらい続けられるのでしょうか。先ほどみたいに、Ｂ

ＯＰで中国が成長していって排出量がどんどんふえていったときに、どこら辺で収支

が逆転するかというか、 ＣＯ２の排出権を中国が買わなければいけなくなる時期とい

うのは。 

○穴山  それは、買わなければいけないという仕組みに入るかどうかが問題です。

そもそも彼らは義務的な拘束のある仕組みには入らないといっていますから。目標と

して自分たちの緩い目標を掲げたとしても、実質的にふえる目標しか掲げていません。

原子力をやるとはいっています。 

 最大電力というのは設備の容量を決定する大きな要因なのですが、中国は本当に大

きな国なので、毎年の最大電力量の伸びは、１年間に東京電力１社分ぐらいがふえて

いくぐらいの大きさです。東京電力はイタリア１国と同じぐらいの販売電力量がある

のですが、それが毎年、中国は伸びているというので、たいへんな成長をしています。 

 だからこそ中国が効率をきちんとやっていかないと、世界の ＣＯ２はどんどんふえ

ていくということなので、とにもかくにも中国、インド、米国が入るということにし

ていかないといけないということです。 

○質問者  私、中国の電力体制は全然知らないのですけれども、おつき合いはあり

ますか。中国電力というと話がおかしくなってしまうけれども。 

○穴山  自由化がブームになったときに、事業再編されました。もしご関心があれ

ば、エネルギー経済研究所とかそういったところで、中国の電気事業というような解

説がありますので、情報をご案内します。 

○質問者  私も４年前に中国を２週間回ったので、エネルギー事情は……。東電さ

んなどと一緒に行って、原子力とか見学しました。送配電などがちょうど…… 

○質問者  分離するころ。 

○質問者  はい。東京電力も相当協力しているのですね。 

○穴山  そうです。昔から交流はしていたのです。そのころからの交流は、ほとん

どがノウハウの提供などでした。 

○質問者  ただ、さっきのリコーさんや一部の企業、小売業とかはサステナビリテ

ィが物すごくいいのですけれども、日本全体のイメージとしては何か弁解していると

か、あぐらをかいているのではないかという、宣伝力の問題なのですか。それとも…

… 

○穴山  それは物をつくるかことに関するスタンスだと思います。先ほど申し上げ

たように、日本の要素技術は、もう既にかなり省エネとか最新鋭のもの、お金の高い

ものも含めて導入してしまっていますから、ここから何％減らせといわれると手がな

いのです。国内生産をやめるか、生産量を減らすしかないし、あるいはメカニズムで

外から買ってくるしか手がないのです。 

 できないことをできると約束するわけにはいかないということですが、もし自社製

品を他国でつくって日本で売る企業があれば、そういう制約は弱まります。また、環

境企業ということが宣伝文句になったりしますし、電化製品等の性能が上がったもの

や機能が上がったものを売るという観点からは、ビルでも何でもそういう新製品をど
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んどん使ってもらったほうがいいわけで、それは自分も環境に取り組んでいるという

ことを売りにしていくということになります。より環境にいい製品が出て新規の投資

を生む…というのはそういう主張です。 

もしもつくっているのが外国だとすると、製品を輸入しても日本の環境規制がいく

ら入ろうとも自分には全然キャップはかからないし、痛くもかゆくもないということ

かもしれません。 

○質問者  電力の場合には、リサイクルというのは余り考えづらいというのがある

かもしれないですね。 

○穴山  もちろん取り組んではいます。いろいろな取り組みを書いていますけれど

も、企業としてやれることは精いっぱいやっていますし、むしろ日本において取り組

み始めたのは本当に早いころだと思います。環境部という部門がこういうレポートを

つくったのも、先ほどみていただいたように90年代のころからですから。 

○質問者  私、最初のものをみまして、 100ページぐらいあったのですか、緑色の

ものですね。 

○穴山  そうです。 

○質問者  あれを使って論文を書いたこともあります。 

○穴山  当時はそんなに多くの企業が公表していなかったですよね。 

○質問者  はい。まだこんなカラーではなくて白黒でしたね。 

○質問者  ちょっといいですか。話が全然違うのですけれども、尐し重なる。電柱

がありますけれども、ことしの税法で電柱を地中化で特別償却がございましたが、東

京電力さんは電線の地中化を考えていらっしゃいますか。 

○穴山  今でも進めています。皆さん、山手線の内側で電柱をそんなにみない印象

があるのではないでしょうか。というのは、まず都心部を重点的に地中化しているた

めです。都心部（中央、千代田、港区の一部）に限っていうと、平成20年度末時点で、

配電線の約87％は地中化しています。また東京23区では約45％、全社的には約10％を

地中化しています。場所ごとに地中化を進めたほうがいいところがあり、あるいは共

同溝の案件があると、ちょうどそのタイミングではコスト的にもメリットがあること

になります。 

 ただし、地中化して良いことと悪いことがあって、景観上は非常にいいのですが、

もし万が一何かトラブルがあったときに、当該箇所を特定するのが難しく復旧に時間

がかかるという可能性もあります。他方で、この間の震災のときなどは、地中化して

いたものは余り切れなかったということもあるとのことですが、一般論としては、復

旧するのに地点を特定したり、復旧作業をしたりという観点からいくと、地上のほう

がやりやすい。あとは、地中化するとコストが10倍ぐらいかかると言われます。 

○質問者  私、鎌倉にいるのですけれども、鎌倉は古い町だから道が狭いのです。

土日になると車が動かないのです。動かないということは、排ガスをいっぱい出して

いるということで、若干関係ある。やはりヨーロッパ人というのは、どうしても景観

をとります。日本に帰ってきたときにいつも思うのです。電柱が多過ぎて、景観が余

り…… 

○質問者  電柱が多いとしても、電気の線以外に、通信線、ＣＡＴＶの線、有線放
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送の線などいろいろな線が張ってありますので…。ちなみに、工事に関するお客さま

からの苦情をよく調べてみると他社設備のことだったという事例もあります。 

○質問者  おもしろいものですね。 

○質問者  東電さんは、 ＣＯ２問題でいろいろ消費者とかＮＧＯからやはりいわれ

ますか。さっきも消極的ではないかとか、太陽光とか、もっとその辺を支援すればい

いのにとかと相対するようなことを相変わらずいわれるのでしょう。 

○穴山  そうですね。テレビの企画なども含めて、マスコミの扱いはある種の「役

割分担」を前提にされていると感じることも多くあります。 

○質問者  その場合、広報とか対外的な、こういう地道にやるしかないわけですか。 

○穴山  我々は誠意をもって語ることしかできませんが、記者さんにこういう話を

して一応納得いただいたかなと感じても、いざ記事になると「とにかく、高い目標を

掲げて頑張れ」のような精神論的なものになってしまったりすることがあります。 

○質問者  法政大学の校歌の中に「蛍集めむ門の外濠」という一節があって、その

すぐ前に堀があるのだけれども、校歌ができた70～80年前は、そこの堀で蛍がとれた

はずなのです。うちには人間環境学部とかいろいろあるのだけれども、内堀の蛍再生

プロジェクトをやろうと思ったら、銀座支社に話に行けば可能性があるのですね（笑

い）。 

○穴山  もしも正式なご提案があれば、当該箇所がご相談させていただくことにな

ろうかと思います。 

○質問者  原子力について学生にいろいろ説明しても、やはりチェルノブイリであ

るし、そういうイメージがあるのです。高校時代から、昔行ったけれども、大きなコ

ンクリートがあってやはり気持ち悪い。なかなか難しい日本人の原子力というのを…

…やはり半分以上は反対なのです。原子力発電所の見学に行っても比率が変わらない。 

○穴山  そういう学生さんには、では、本当に環境をどうしますかと問うべきでは

ないでしょうか。ご説明したように日本の電力量、消費量をみせて、かつ太陽光の発

電量をみせて、2020年の発電量をあなたが自由にプランしていいから供給構造を考え

てみなさいと。そうすると、日本じゅうの家の屋根を太陽光で埋め尽くして、それで

もまだ足りないというのがわかるのではないでしょうか。 

○質問者  ゼミでも、太陽光だとか、バイオだとか、あっちなのです。原子力など

をやろうという感じではないからなかなか大変です。さっきの裏腹な、メディアも含

めてかもしれないけれども。 

○穴山  ちなみに、日本のバイオは安定調達に課題があるようです。結局は海外産

になってしまうと、海外からわざわざチップを買って運んできて、それを発電所にま

ぜて燃やすということになってしまいます。 

○質問者  25％削減ということは、24時間の４分の１ですから６時間分ということ

です。ということは、コンビニエンスストアも18時間しかオープンできないという規

制にして、６時間は必ず休まなければいかんというのをやらなければいかんというこ

とだと。だから、深夜営業はしてもいいけれども、そのかわり昼間休むとか、夕方休

むとか。 

○質問者  そうでしょうね、業務だから。あと、大学も業務では大きいから、当然
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サーバーとかいっぱい使っているでしょう。大学なども相当出しているから。 

○穴山  国立環境研究所の方などは、25％はできるということをテレビで説明して

いますが、先日の放送で「コンビニは夜休んでもらって…」というようなことを尐し

口にしたら、会場にいた人から「ええっ？」というような反応がありました。 

○質問者  東京都でやる排出権取引というか、業務で一番多いのは東大か何かでし

ょう。あの ＣＯ２削減の業務というか、東大が一番使っているのだね。 

○質問者  あそこはコンピュータをいっぱい使っているから。大変だというか、な

かなかうまく伝わらないですね。 

○穴山  幾ら一生懸命いってもなかなか伝わりませんね。 

○質問者  みんな太陽光とか、そっちのほうに目が行っているわけでしょう。 

○穴山  ただ、我々も決してネガティブなわけではなくて、きょうは余りお話しし

ませんでしたけれども、「スマートネットワークとは」というような議論において、我

々は安定供給を重視する観点からは、先ほど申し上げたように不安定な電源である太

陽光をそのままつなぐと非常に課題が多いということで、対応策を考えています。風

力にしても、太陽光にしても、確かに日が照る時間など平滑化効果はあるのですが、

それにも限界があります。昼と夜とのギャップはありますし、電気が尐ないときにど

うするかというのがあって、冬の昼間、例えばお正月の１月２日とかは生産活動をほ

とんどしていませんし、家庭は使っていますけれども、皆さん電気を余り使わないわ

けです。 

 １年のうちで、ほとんど電気が使われないような日に晴天だったりすると太陽光の

電気が発電されてしまいますが、発電した電気は同じだけ使わないと周波数が乱れる

ので、本当に同じタイミングでうまく蓄電池からコントロールしながら、ぴったり合

うような蓄電池のマネジメントをしないといけません。あるいは、もし仮にその日に

何かがあって、電気を一斉に急に使うようなことがあったとします。たとえばどこか

で何か印象的な事故があって、一斉にみんながテレビをつけてみたというようなこと

があると、電気の使用量が急激にはね上がるので、はね上がったときに一瞬でもずれ

ると、最悪の場合は停電してしまうのです。なので、そのときは火力発電がもってい

る追随機能、それは瞬時に追随するように回転数を変えたりとかという機能なのです

が、その機能を活用することになります。 

 だから、火力発電を全部なくしてしまえという極論がよくあるのですけれども、ど

んなときでも品質維持用に火力発電というのは一定程度をもっていなければいけない

し、その際に火を焚くお釜を温めておかないと急に動かせないので、暖機運転用に最

低火力出力というものをもっていなければいけません。このため、最も電気を使わな

い日というのは、原子力を使って、最低限必要な火力を使って…などとやると需要量

を供給量が上回ってしまうので、ただでさえ厳しい状況のところへ、天候次第の太陽

光の電気が急激に上に乗っかってくると、余る分が変動的に極めて多くなってしまう

ことになります。その分を蓄電池にためるのですが、１月２日とかゴールデンウイー

クとかは平日でもたまってしまいますけれども、普通は土日にこのような現象が起き

るので、土日に余った分を平日に使うというようなオペレーションで蓄電池を回して

いくことになるのです。その量は、尐ない時期になるとたまる量がどんどんふえてく
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るし、太陽光がどんどんふえてくるので、蓄電池に莫大な量をためていかなければい

けないことになります。その蓄電池をどこにだれが設置するかということが問題にな

りますが、とりあえずラフな試算だと７兆円かかるというのが、この前の研究会で出

した試算です。 

 では、蓄電池をつければそれで済むかというと、本当にそんなに大量につけてきち

んとマネジメントできるかどうか…などということは世界のだれも試したことがない

ので、きちんと実証する必要があります。よその国は割と鷹揚なところがあって、停

電が起きたらその時に考えればいい…みたいなところがあります。ヨーロッパなどで

も、最近になって、「風力をこんなにつないで大丈夫か」ということがＥＵの中の会議

で話題になってきたと聞きました。日本は心配性というか、先にそういう課題を当然

予想して、先もって議論しておこうということです。自由化議論のときもそうでした

が、今回もより導入量がふえてくると、ヨーロッパなどでも問題視する人が増えてく

るような気がします。 

 ただし、系統の性格上、日本よりは向こうのほうが問題が起きにくいと言われます。

向こうはメッシュ型のネットワークになっていますが、日本の場合は歴史的な発展の

経緯もあって、エリアごとに完結していなければいけないので、そのエリアの偏在が

出てくると課題が出る。そういう地理的な、あるいは歴史的な経緯の違いもございま

す。 

○質問者  ＰＤＣＡを回していく中でのＣの部分ですけれども、こういうＣＳＲ活

動でいろいろな取り組みについても内部監査の対象にしたり、何か事故点検をやった

りとか、それはどのような取り組みですか。 

○穴山  当社の場合はいろいろなレベルでのチェックがあるのですが、まず基本的

には自分の部署でチェックして自己評価するということがあります。例えばマネージ

ャーという仕事があるのですが、自分のグループのパフォーマンスについてチェック

して、フィードバックして、各人の成果の考課までを行います。こうしてメンバー全

員がミッションから目標に至るところを具体的に展開しているわけです。すなわち、

組織全体のミッションがあり、自分のグループのミッションがある中で、各個人はこ

のミッションについてこれをやりますというのを期初にまず目標として立てているわ

けです。期末、人によって半期ごとないし１年ごとにそのレビューをするわけですが、

そのときにここまでやりました、できました、これはできませんでしたというのを、

数値的な目標管理も含めてレビューをする。それを上司がみて、あるいは第三者評価

のように他グループの人で仕事にかかわりある人が評価するということも加味しつつ、

できた／できないというのを評価します。それを１次評価、２次評価とやっていって、

最終的には個人の評価がフィックスされる。 

 その個人の評価の集積が当然組織のパフォーマンスになりますから、その組織とし

てのパフォーマンスの管理は、例えば各部だったら各部長が各グループの達成度をみ

ますし、あるいは組織としてピラミッド型の本店があって、支店があって、支社があ

るというような、いわゆる目標を下達していってブレークダウンするような組織であ

れば、その目標の集約単位ごとに「できなかった→なぜだろう→それはこうしたほう

がいいのではないか」ということを検討していきます。例えば支社であれば、横断的
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に支社長が指導する場合もありますし、営業のラインで上位機関が下部機関に対して

目標未達の原因は何かと問うこともありますし、あるいは、厳格・適正処理のような

項目、例えばお金回りであるとか、社会的な倫理であるとか、そういったものに違反

しそうな行為がないかどうかというのは、監査のチェック項目で別途存在するので、

それぞれがチェックとレビューを果たします。例えば、金銭を扱うような部署は、金

銭についてきちんと厳格な管理をしているかとか、日ごろから個人情報を扱うところ

は、個人情報についておろそかにしていないかとか、そういうものはその本部のライ

ンの監査もありますし、当社の場合はそれとは別に業務品質維持・向上に関する部署

として品質・安全部という全社部門横断的な組織がありますけれども、こういうとこ

ろのチェックが入ります。あるいは個別には、例えば総務部の中に企業倫理をみてい

るグループがあるので、企業倫理について本当に適正にやっているかということを調

査して、違反があったら対処するということもあります。 

 従って、各部門がいろいろなクロスチェックをかけているということになります。

また会社経営全体については、世間では監査役が形骸化しているという声もあります

が、当社は日本の監査役協会の会長会社を務めるなどもあって、監査役がきちんと機

能している会社だと思います。 

○質問者  取り組みの34ページにあるユーラスエナジーの風力発電のお話なのです

けれども、三重県にある青山ウインドファームというのをみに行ったことがあって、

そこでは風力発電の景観評価の問題があって、風景を壊すというので、結局20年ぐら

いの限定的な措置で中部電力がつくって、電力を売り終わったら全部壊すのだという

話を聞いた覚えがあるのです。こちらの運転開始予定は2010年になっていますけれど

も、つくったらそのままつくりっ放しなのですか。 

○穴山  当該地点に関する細かい契約の話は承知していませんが、一般には、当面

は「○年まで」という有期の契約があって、その後については改めて協議なりオプシ

ョンなりという形態が多いのではないでしょうか。 

 最近では、景観問題もあるのですけれども、低周波、騒音の問題がマスコミで話題

になっていまして、「騒音についてどう思うか」というような質問の取材を受けること

もでてきました。いずれにせよ、きちんと地元のご理解を得るということが前提にな

ると思います。 

○質問者  これはどっちから話をもっていかれたのですか。東電が河津町とか東伊

豆町に話をもっていったのですか。 

○穴山  具体的な経緯は承知していませんが、一般論としては、基本的に地元が前

向きなケースが多いと思います。例えば、メガソーラーなども、ぜひやりたいとおっ

しゃる自治体さんもおられます。 

○質問者  先ほどヨーロッパの話が出ましたけれども、ドイツの研究者と話をする

と、風力発電のサイトがふえ過ぎて景観がよくないので、これ以上つくりたくないと

いう意見も多いみたいです。まだ日本はそこまで行っていないですけれども。 

お話を聞き漏らしたのかもしれないのですが、販売電力量の動きをみますと、バブ

ル経済崩壊後もかなり伸びていますね。15ページのところです。経済の動きなどと比

べますと、ＧＤＰは90年代以降そんなに伸びていないと思うのですけれども、それに
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対して販売電力量は90年代以降伸びています。この最大の要因というのは何なのでし

ょうか。 

○穴山  経済成長に占める販売電力量の割合が伸びているということですね。 

○質問者  電力量が伸び続けているという。 

○穴山  それは電化が進んでいるからです。やはり社会全体は、ほかのエネルギー

に比べると電気を使うことが増えています。ＧＤＰ比でみると、一時期、オイルショ

ックの後、かなり節約してエネルギーの使用量が減るということはありましたけれど

も、基本的にエネルギー体の中では電気はふえるエネルギーなのです。皆さんの生活

を考えていただいても、より電気を使う方向に流れていくことが想像できるのではな

いでしょうか。これはオール電化が進むということばかりではなくて、例えば先ほど

コンピュータのデータセンターの話が出ていましたけれども、最近でもデータセンタ

ーなどは急激に伸びています。特に今のクラウド化というのは、結局、個々のＰＣで

みれば負荷は減っているかもしれませんが、メインホストのほうはクラウディングコ

ンピュータなっていくほど大きな負荷がかかっているので、今、ビジネスとしてデー

タセンターというか、コンピュータを置いておくビジネスが右肩上がりで伸びている

ようです。 

 グーグルが最近話題になっているのも、グーグル自身がそういうコンピュータを大

量に保有しているので、みずからエネルギーもマネジメントしたい、スマートネット

ワークでコントロールしたいという発想に立っているということも聞いたことがあり

ます。 

○質問者  これ、電気自動車ともなると、ハイブリッドとかプラグインとかになる。

今いわれている比率でふえていくと、電力量はふえるわけですね。 

○穴山  電力量自体は増えますが、電気自動車は消費量からみるとそんなに大量に

使うものでもないように思います。 

○質問者  さっき、急速充電10分で60キロ走ると。あれは電力代は幾らぐらいかか

るのですか。 

○穴山  例えば資料の44ページの試算条件の中に、ＥＶの燃費（電費）を載せてい

ますが、１キロワットアワーで10キロ走るとしていて、１キロワットアワーの単価が 

22.86円なので、約20円で10キロ位です。 

○質問者   120円払えば60キロ。 

○穴山  そうですね。ガソリン感覚ではリッター 120円で60キロです。 

○質問者  いいですよね（笑い）。 

○質問者  ガソリンより安い。 

○質問者  その急速充電の機械を既存のガソリンスタンドに置こうとかという話に

はならないのですか。 

○穴山  ガソリンスタンドでそういう話もあるのですけれども、そのときに、仮に

満充電したとしても、電気代は 100円とか 200円なので、ガソリンスタンドが果たし

て高価な機械をそのために設置するかどうかという話で、それだけではビジネスモデ

ルにはならないと考えられています。 

○質問者  だけれども、それは原油だって一緒で、原油を採掘してきたときはリッ
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ター10円だとか20円だけれども、間にマージンが乗っかって 120円になるわけだから、

さっきの計算でいうと、 120円の６倍走るのであれば 720円とってもいい。値づけの

問題とは別のような気がするけれども、マーケティングか……。 

○穴山  家庭での充電もありますし、いずれにしても高い値段はとれないでしょう

というのがガソリンスタンド側の見方です。 

○質問者  電気自動車とか、今、わんわん騒いでいるではないですか。あれはイン

フラだとか、充電のインターフェースの問題だとかいろいろあると思うのですけれど

も、どうですか。 

○穴山  先ほど申し上げたように、インフラに過剰な期待をするのはよくないと思

うし、逆にいうと、インフラがなくても伸びるところは伸びるのだと思うのです。と

いうのは、１回試乗していただくとわかるのですけれども、ピュアＥＶは加速がすご

く良いので、踏み込むと一気に最高速度に上がるのです。あの快適感というか快感は、

車好きの人にも多分受けるのではないでしょうか。普通はアクセルを踏み込むと速度

が上がるまでに尐しラグ感覚があるのに、ＥＶは踏み込むと、いきなり最高トルクに

まで上がり、大きな加速感で一気に走れる気持ちよさがあります。また、エンジンで

はないので、静かです。たいへん静粛で、高級車並みに静かです。そういう意味では、

実際に乗ってみて気に入って買う人も結構いると思います。 

 あとは、助成がついていることと、世界の自動車メーカーがプラグインも含めて前

向きに取り組むと言い出しているので、戦略的に低価格にして売り出すことになるか

もしれないし、自動車の場合はボリュームが大きく生産のコスト低減効果ということ

も効いてくるかもしれません。 

○司会者(洞口)  では、時間が大分超過しておりますので、きょうは詳細にわたる

お話をどうもありがとうございました。 

○穴山  ありがとうございました（拍手）。 

                                 ――了―― 

 

 

穴山悌三（あなやま・ていぞう） 

東京電力株式会社企画部調査グループマネージャー 

（肩書は講演時のもの） 

 

 

 

※本ワーキングペーパーは２００９年度法政大学サステイナビリティ研究教育機構「サステイ

ナブルな社会システムデザインに関する研究」（人文・社会科学分野）の研究計画プロポウザル

として採択された研究課題「サステイナブルなバリュー・チェーン構築とグローバルＣＳＲの

探求」に関するサステイナビリティ経営研究会（代表・矢作敏行）における講演を再録した。

同研究会はイノベーション・マネジメント研究センターを活動拠点とした。 
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